
土砂等による土地の埋立て等に関する事務手続きについて

許可までの流れ

埋立て等区域の調査

住民説明会等の開催

（条例第 9条）

町との打合せ

町条例の対象

3,000ｍ2未満

事前協議書の提出

（条例 8条第 1項）

土地の埋立て等許可申請（条例第 11条、第 12 条）

※義務違反の場合の罰則（2年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金）

許可又は不許可（許可条件）

（条例 14条）

・土地所有者の反対

・法令等の規制、地目等による制約

・埋蔵文化財等の発見 等

（許可の基準）（条例第 13条） ※第 10 条による調査

（1）作業基準：周辺対策、作業時間、交通安全対策、安全対策、事故対策

（2）構造基準：高さ、のり面勾配、のり面保護、底面積、安全地帯

（3）その他基準：欠格条件、土質、直接搬入、基準に適合など

埋立て等区域の面積

町条例適用除外の有無

《町条例の適用範囲外》

3,000ｍ2以上

京都府条例の対象

埋立て等の実施不可

町条例の適用

《町条例の適用除外》（条例第 11 条第 2項）

(1) 自区内の区域で土砂の発生及び処分が完結する事業

(2) 国、地方公共団体が行う公共事業等

(3) 他法令の規定による許認可、同意・協議による事業

※建築確認、林地開発、農転許可（条件あり）、区画整理事業区域内の建築許可等

(4)その他軽微な事業で不適切な土地の埋立て等となるおそれがない事業

※駐車場などの管理行為（条件あり）、自宅の庭の造成、500m2未満の造成工事（条

件あり）、500ｍ2未満の農地改良（条件あり）、500ｍ2未満のストックヤード（条

件あり）等

協議回答（助言・指導）

（条例第 8条第 2項）

必要に応じて土砂等の調査

（性状・発生場所・排出状

況・運搬経路）

（条例第 10 条）



許可後の流れ

①名義貸し

（条例第 24

条）

2年以下の

懲役又は

100万円以

下の罰金

（許可に関する内容の変更）

・変更の許可（条例第 16 条）※2年以下の懲役又は 100万円以下の罰金

・変更の届出（条例第 17 条）※30 万円以下の罰金・

①災害防止のため緊急

の必要があるとき

②無許可

③許可基準違反

④許可条件違反

事業開始届（条例第 15 条）

※30 万円以下の罰金

計画書との適合性

完了・廃止・中止届

（条例第 22 条第 2項）

（条例第 23 条第 1項）

【許可の取り消し】

（条例第 26 条）

【措置命令】（条例第 25条）

・事業の停止、埋立て等の中止

・土砂等の撤去 ・災害防止に必要な措置

2年（1年）以下の懲役又は 100万円以下の罰金

【廃止等義務違反の措置命令】（条例第 27 条）

・災害の防止に必要な措置

不適合

適 合

違反があった場合
違
反
が
あ
っ
た
場
合

（土地の埋立て等に係る義務）

・土砂等の搬入の届出（条例第 18条）

・土砂等の量の報告（条例第 19条）

・地質分析結果の報告（条例第 20条）

・標識の設置（条例第 21条）※50 万円以下の罰金

（町の調査）

・土砂等の発生状況等の調査（条例第 10条）

・報告の徴収（条例第 29条）※50 万円以下の罰金

・立入検査等（条例第 30条）※50 万円以下の罰金

・協力要請（条例第 31 条）

（土地所有者等の義務）

・定期的な施工状況の把握（条例第 32条第 1項）

・事業者への必要な措置の要請（条例第 32 条第 2項）

・町への通報義務（条例第 32 条第 2項）

町による確認

（条例第 22 条第 4項）

（条例第 23 条第 2項）

①許可後 1年以内に埋

立て等に着手しない

とき

②埋立て等を 1年超休

止したとき

①不正な手段で許可を

受けたとき

②許可基準違反

③許可条件違反

④変更許可を受けずに

事業を行ったとき

⑤命令に違反したとき

【公表】

（条例第 28 条）

【勧告】

（条例第 33 条）

事業の開始


